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議案第７０号

令和元年度清瀬市下水道事業会計利益剰余金の処分及び決算の認定について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和元年度清瀬市下水道事業会計未処分

利益剰余金の処分の議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の規定により、令和元年度清瀬市下水道事業会計決算を

監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

令和２年９月２日提出

清 瀬 市 長 渋 谷 金 太 郎
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決決 算算 書書 類類



（１）　収益的収入及び支出

収　入 （単位：円・税込）

支　出 （単位：円・税込）

当初予算額
予備費
支出額

流 　用
増減額

地方公営企業
法第２４条第３
項の規定によ
る支出額

小　計

地方公営企業
法第２６条第２
項の規定によ
る繰越額

合　計

（うち仮払消費税及び地方消費税）

（うち仮払消費税及び地方消費税）

 第４項　　予備費

△ 1,306,000

 第２項　　営業外費用

 第１項　　営業費用

決算額

地方公営企業
法第２６条第２
項の規定によ
る繰越額

備　　　　　考

当初予算額 合　　　　　計
地方公営企業法第２４条第３
項の規定による支出額に係る
財源充当額

予 算 額

令和元年度清瀬市下水道事業決算報告書

 第１項　　営業収益

区 分

（うち仮受消費税及び地方消費税）

補正予算額

予算額に比べ
決算額の増減

予 算 額

決算額 備　　　　　考

第１款　下水道事業収益
（うち仮受消費税及び地方消費税）

 第２項　　営業外収益

第１款　下水道事業費用

区 分
補正予算額

△ 681,000

不用額

 第３項　　特別損失



（１）　収益的収入及び支出

収　入 （単位：円・税込）

支　出 （単位：円・税込）

当初予算額
予備費
支出額

流 　用
増減額

地方公営企業
法第２４条第３
項の規定によ
る支出額

小　計

地方公営企業
法第２６条第２
項の規定によ
る繰越額

合　計

（うち仮払消費税及び地方消費税）

（うち仮払消費税及び地方消費税）

 第４項　　予備費

△ 1,306,000

 第２項　　営業外費用

 第１項　　営業費用

決算額

地方公営企業
法第２６条第２
項の規定によ
る繰越額

備　　　　　考

当初予算額 合　　　　　計
地方公営企業法第２４条第３
項の規定による支出額に係る
財源充当額

予 算 額

令和元年度清瀬市下水道事業決算報告書

 第１項　　営業収益

区 分

（うち仮受消費税及び地方消費税）

補正予算額

予算額に比べ
決算額の増減

予 算 額

決算額 備　　　　　考

第１款　下水道事業収益
（うち仮受消費税及び地方消費税）

 第２項　　営業外収益

第１款　下水道事業費用

区 分
補正予算額

△ 681,000

不用額

 第３項　　特別損失
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（２）　資本的収入及び支出

収　入 （単位：円・税込）

地方公営企
業法第２６条
の規定による
繰越額に係る
財源充当額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

合　計

 第１項　　企業債

 第２項　　他会計出資金

 第７項　　負担金等

支　出 （単位：円・税込）

当初予算額 小　計

地方公営企
業法第２６条
の規定による
繰越額

継 続 費 逓
次 繰 越 額

合　計

地方公営企
業法第２６条
の規定による
繰越額

合 計

（うち仮払消費税及び地方消費税）

（うち仮払消費税及び地方消費税）

　資本的収入額（前年度財源充当額40,000,000円を除く。）が資本的支出額に不足する額343,648,976円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額10,246,363円、過年度分損益勘定留保資金34,555,878円、当年度分損益勘定

留保資金290,348,888円及び当年度未処分利益剰余金処分額8,497,847円で補填した。

第１款　資本的収入 △ 12,876,000

固定資産
売却代金

区 分

継 続 費 逓
次 繰 越 額

不用額 備　　　考

△ 18,134,215

△ 18,800,000

 第８項

△ 19,126,000

△ 22,606,000

（うち仮受消費税及び地方消費税）

補正予算額
流　 用
増減額

予備費
支出額

予 算 額

備　　　　　考決算額
小　計当初予算額 補正予算額

予算額に比べ
決算額の増減

（うち仮受消費税及び地方消費税）

第１款　資本的支出

 第１項　建設改良費

 第３項　企業債償還金

予 算 額 翌年度繰越額

決算額区 分

１　営　業　収　益

（１）下水道使用料

（２）他会計負担金

（３）受託工事収益

（４）その他営業収益

２　営　業　費　用

（１）管渠費

（２）流域下水道費

（３）総係費

（４）減価償却費

　　営　業　損　失

３　営　業　外　収　益

（１）他会計負担金

（２）補助金

（３）長期前受金戻入

（４）雑収益

４　営　業　外　費　用

（１）支払利息

（２）雑支出

　　経　常　利　益

５　特　別　損　失

（１）過年度損益修正損

（２）その他特別損失

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

令和元年度清瀬市下水道事業損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：円・税抜）
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（２）　資本的収入及び支出

収　入 （単位：円・税込）

地方公営企
業法第２６条
の規定による
繰越額に係る
財源充当額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

合　計

 第１項　　企業債

 第２項　　他会計出資金

 第７項　　負担金等

支　出 （単位：円・税込）

当初予算額 小　計

地方公営企
業法第２６条
の規定による
繰越額

継 続 費 逓
次 繰 越 額

合　計

地方公営企
業法第２６条
の規定による
繰越額

合 計

（うち仮払消費税及び地方消費税）

（うち仮払消費税及び地方消費税）

　資本的収入額（前年度財源充当額40,000,000円を除く。）が資本的支出額に不足する額343,648,976円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額10,246,363円、過年度分損益勘定留保資金34,555,878円、当年度分損益勘定

留保資金290,348,888円及び当年度未処分利益剰余金処分額8,497,847円で補填した。

第１款　資本的収入 △ 12,876,000

固定資産
売却代金

区 分

継 続 費 逓
次 繰 越 額

不用額 備　　　考

△ 18,134,215

△ 18,800,000

 第８項

△ 19,126,000

△ 22,606,000

（うち仮受消費税及び地方消費税）

補正予算額
流　 用
増減額

予備費
支出額

予 算 額

備　　　　　考決算額
小　計当初予算額 補正予算額

予算額に比べ
決算額の増減

（うち仮受消費税及び地方消費税）

第１款　資本的支出

 第１項　建設改良費

 第３項　企業債償還金

予 算 額 翌年度繰越額

決算額区 分

１　営　業　収　益

（１）下水道使用料

（２）他会計負担金

（３）受託工事収益

（４）その他営業収益

２　営　業　費　用

（１）管渠費

（２）流域下水道費

（３）総係費

（４）減価償却費

　　営　業　損　失

３　営　業　外　収　益

（１）他会計負担金

（２）補助金

（３）長期前受金戻入

（４）雑収益

４　営　業　外　費　用

（１）支払利息

（２）雑支出

　　経　常　利　益

５　特　別　損　失

（１）過年度損益修正損

（２）その他特別損失

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

令和元年度清瀬市下水道事業損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：円・税抜）

－ 3 －



（単位：円・税抜）

減債積立金 建設改良積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

減債積立金の積立

(繰越利益剰余金)

当年度変動額

(当年度未処分利益剰余金)

（単位：円・税抜）

資本金 未処分利益剰余金

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 177,152,719

減債積立金の積立 △ 168,654,872

資本金への組入 △ 8,497,847

（繰越利益剰余金）
処分後残高

剰余金

利益剰余金

令和元年度清瀬市下水道事業剰余金処分計算書（案）

令和元年度清瀬市下水道事業剰余金計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

資本合計資本金

他会計からの出資金

当年度純利益

処分後残高

当年度末残高

１

（１）

イ

△ 767,243,024

ロ

△ 673,244

ハ

（２）

イ

ロ

２

（１）

（２）

△ 1,998,917

有 形 固 定 資 産

令和元年度清瀬市下水道事業貸借対照表
（令和２年３月３１日）

（単位：円・税抜）

資　産　の　部

固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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（単位：円・税抜）

減債積立金 建設改良積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

減債積立金の積立

(繰越利益剰余金)

当年度変動額

(当年度未処分利益剰余金)

（単位：円・税抜）

資本金 未処分利益剰余金

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 177,152,719

減債積立金の積立 △ 168,654,872

資本金への組入 △ 8,497,847

（繰越利益剰余金）
処分後残高

剰余金

利益剰余金

令和元年度清瀬市下水道事業剰余金処分計算書（案）

令和元年度清瀬市下水道事業剰余金計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

資本合計資本金

他会計からの出資金

当年度純利益

処分後残高

当年度末残高

１

（１）

イ

△ 767,243,024

ロ

△ 673,244

ハ

（２）

イ

ロ

２

（１）

（２）

△ 1,998,917

有 形 固 定 資 産

令和元年度清瀬市下水道事業貸借対照表
（令和２年３月３１日）

（単位：円・税抜）

資　産　の　部

固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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３

（１）

イ

ロ

４

（１）

イ

ロ

（２）

（３）

イ

ロ

（４）

５

（１）

イ

ロ

ハ

ニ

企 業 債 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

未 払 金

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

長 期 前 受 金 合 計

（２）

イ △ 150,924,724

ロ △ 77,980,520

ハ △ 4,117,960

ニ △ 59,420,939

△ 292,444,143

６

（１）

（２）

７

（１）

イ

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

長期前受金収益化累計額

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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３

（１）

イ

ロ

４

（１）

イ

ロ

（２）

（３）

イ

ロ

（４）

５

（１）

イ

ロ

ハ

ニ

企 業 債 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

未 払 金

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

長 期 前 受 金 合 計

（２）

イ △ 150,924,724

ロ △ 77,980,520

ハ △ 4,117,960

ニ △ 59,420,939

△ 292,444,143

６

（１）

（２）

７

（１）

イ

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

長期前受金収益化累計額

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

－ 7 －



注 記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数 構築物 ５０年

機械及び装置 １０～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数 施設利用権 ３５年

ソフトウェア ５年

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る協定書」に基づき、東京都市町村職員退職手当組合へ負担している普通負担金を除き、一般会計が

その全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）

を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から

３月までの４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

（１）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ 貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

（１）貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末日の翌日から起算して 年以内に償還予定のものを含む）のうち、一般会計が負担すると

見込まれる額は１，４１２，７７１，８１６円である。

２ 引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

令和元年度において、職員の期末・勤勉手当の支給をするため、賞与引当金３，９９７，０００円を取り崩すこととした。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和元年度において、職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支払いをするため、法定福利費引当金８１８，０００円を取り崩すこととした。

（３）貸倒引当金の取崩し

令和元年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金２８２，０６４円を取り崩すこととした。
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１　概　況

（１）総括事項

イ　業務の状況

ロ　経理の状況

（イ）収益的収支（消費税抜き）

（ロ）資本的収支（消費税込み）

ハ　建設改良事業の状況

令和元年度清瀬市下水道事業報告書

　令和元年度の事業運営については、下水道施設の持続的な機能確保と増進、浸水被害軽減に向けた雨水対策事業に取り組みました。
　下水道ストックマネジメント計画に基づく管内ＴＶカメラ調査やマンホール蓋交換など、予防保全による効率的な下水道施設の機能
確保に取り組むとともに、道路整備事業に併せた汚水管渠布設工事を行いました。また、雨水対策事業では、次期雨水幹線整備に向け
た設計業務等を行いました。
　経営状況については、収益では、雨水処理負担金や他会計負担金などの増により、総収益は前年度より大幅に増額となりました。
　一方、費用では、台風19号などの大雨の影響で大量の雨水が汚水管へ浸入し、水再生センターへの流入量が増加したことに伴い、流
域下水道維持管理負担金が増額しました。また、昨年度末に資産計上した雨水幹線の影響から減価償却費が増額したことにより、総費
用は前年度より増額となりました。

　年間総処理水量は8,949,233㎥で、前年度と比較し862,462㎥（10.7％）の増加となりました。これは、台風19号などの大雨の影響
による雨水の流入によるものです。また、年間有収水量は7,408,437㎥で、前年度と比較し26,597㎥（0.4％）の減少となりました。

　雨水対策事業として、令和３年度から施工予定の柳瀬川右岸５号雨水幹線整備その４に伴う設計業務に着手しました。また、都市
計画道路整備（東３・４・１５の２号線）や市道拡幅工事に伴う汚水管渠布設工事を行いました。

　下水道事業収益は1,118,645,916円で、うち下水道使用料は882,209,674円となりました。
　一方、下水道事業費用は1,015,807,181円で、その主な内容は、流域下水道維持管理負担金314,855,819円、減価償却費
440,750,986円、企業債支払利息48,886,798円などとなります。
　この結果、収支差引額の102,838,735円が当年度純利益となり、前年度繰越利益剰余金74,313,984円と合わせた当年度未処分
利益剰余金は177,152,719円となりました。

　資本的収入は171,946,324円で、企業債141,700,000円、他会計出資金21,542,785円などが主な内容となります。
　一方、資本的支出は475,595,300円で、建設改良費131,763,718円、企業債償還金343,831,582円が内容となります。
　なお、資本的収入額（前年度財源充当額40,000,000円を除く。）が資本的支出額に対して不足する額343,648,976円は、当年
度消費税及び地方消費税資本的収支調整額10,246,363円、過年度分損益勘定留保資金34,555,878円、当年度分損益勘定留保資金
290,348,888円及び未処分利益剰余金8,497,847円で補填しました。
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290,348,888円及び未処分利益剰余金8,497,847円で補填しました。
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（２）議会議決事項

（３）行政官庁認可事項

（４）職員に関する事項

※（　）内は、再任用短時間勤務職員を外書きしている。また、管理職は含んでいない。

議案番号 件　　　　　　　　　名 提出年月日 議決年月日

第42号 平成３０年度清瀬市下水道事業会計決算 令和元年9月2日 令和元年9月26日

第51号 令和元年度清瀬市下水道事業会計補正予算（第１号） 令和元年9月2日 令和元年9月26日

第6号 令和２年度清瀬市下水道事業会計予算 令和2年3月2日 令和2年3月13日

第9号 令和元年度清瀬市下水道事業会計補正予算（第２号） 令和2年3月2日 令和2年3月13日

申請年月日 申請先 件　　　　　　　　　　名 許認可年月日

令和元年7月9日 国土交通大臣 令和元年度社会資本整備総合交付金申請 令和元年8月20日

令和元年9月13日 東京都知事 令和元年度下水道事業債協議申請 令和元年10月11日

令和2年2月18日 東京都知事
清瀬市公共下水道（荒川右岸東京流域荒川右岸処理区関連）
事業計画変更協議

令和2年2月26日

令和2年2月18日 東京都知事 東村山都市計画下水度清瀬市公共下水道事業計画変更認可申請 令和2年3月16日

４人 ０人

令和2年3月5日 東京都知事 令和元年度下水道事業債協議申請 令和2年3月23日

平成30年度末 増　　減

５人（１人） ５人（１人） ０人

資本勘定支弁職員 １人（１人） １人（１人）

合　　　計

０人

区　　　分 令和元年度末

損益勘定支弁職員 ４人

（５）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

イ　改正の内容

ロ　施行日

　この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

２　工　事
（１）建設工事の概況（１３０万円を超えるもの） （税込）

（２）改良工事の概況（１３０万円を超えるもの） （税込）

（３）保存工事の概況（１３０万円を超えるもの） （税込）

工事場所 工事内容 工事費 着工年月日 竣工年月日

11,000,000円 令和元年8月28日

　消費税法及び地方税法の改正に伴い、下水道使用料に係る消費税及び地方消費税の税率を改定するため、清瀬市下水道条例の
一部改正を行いました。

　下水道使用料に係る消費税等の税率を８％から１０％に改める。
　ただし、新消費税率の適用時期については、令和元年１１月１日を基準日とし、基準日後の汚水排出に係る同年１２月分の使
用料から一律に適用する。

令和2年2月28日 　（有）今村組

令和元年12月27日

施工業者

東3・4・15の2号線汚水管布設工事
上清戸

二丁目他
φ250mm　L=733.4m 50,759,816円 令和元年5月28日

田中土木（株）

工事名

φ250mm　L=112.6m

市道2138号線拡幅工事に伴う
汚水管布設工事

上清戸
一丁目地内

φ250mm　L=282.5m 18,920,000円 令和元年10月30日 令和2年3月19日 　（有）富田組

市道3176号線拡幅工事に伴う
汚水管布設工事

野塩
四丁目地内

令和2年3月27日 　（有）富田組

工事名 工事場所 工事内容 工事費 着工年月日

施工業者

竣工年月日

工事内容 工事費 着工年月日 竣工年月日

施工業者

下宿
三丁目他

A=337.98㎡ 4,290,000円 令和2年1月28日 令和2年3月19日

マンホール蓋撤去・復旧工事
（単価契約）

市内全域
ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画分 28基
その他老朽化分 　 27基

18,703,160円 令和元年5月28日

（株）小林設備工業

工事名 工事場所

台風19号災害に伴う舗装本復旧工事
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（２）議会議決事項

（３）行政官庁認可事項

（４）職員に関する事項

※（　）内は、再任用短時間勤務職員を外書きしている。また、管理職は含んでいない。

議案番号 件　　　　　　　　　名 提出年月日 議決年月日

第42号 平成３０年度清瀬市下水道事業会計決算 令和元年9月2日 令和元年9月26日

第51号 令和元年度清瀬市下水道事業会計補正予算（第１号） 令和元年9月2日 令和元年9月26日

第6号 令和２年度清瀬市下水道事業会計予算 令和2年3月2日 令和2年3月13日

第9号 令和元年度清瀬市下水道事業会計補正予算（第２号） 令和2年3月2日 令和2年3月13日
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令和元年7月9日 国土交通大臣 令和元年度社会資本整備総合交付金申請 令和元年8月20日
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４人 ０人

令和2年3月5日 東京都知事 令和元年度下水道事業債協議申請 令和2年3月23日

平成30年度末 増　　減

５人（１人） ５人（１人） ０人

資本勘定支弁職員 １人（１人） １人（１人）

合　　　計

０人

区　　　分 令和元年度末

損益勘定支弁職員 ４人

（５）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

イ　改正の内容

ロ　施行日

　この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

２　工　事
（１）建設工事の概況（１３０万円を超えるもの） （税込）

（２）改良工事の概況（１３０万円を超えるもの） （税込）

（３）保存工事の概況（１３０万円を超えるもの） （税込）

工事場所 工事内容 工事費 着工年月日 竣工年月日

11,000,000円 令和元年8月28日

　消費税法及び地方税法の改正に伴い、下水道使用料に係る消費税及び地方消費税の税率を改定するため、清瀬市下水道条例の
一部改正を行いました。

　下水道使用料に係る消費税等の税率を８％から１０％に改める。
　ただし、新消費税率の適用時期については、令和元年１１月１日を基準日とし、基準日後の汚水排出に係る同年１２月分の使
用料から一律に適用する。

令和2年2月28日 　（有）今村組

令和元年12月27日

施工業者

東3・4・15の2号線汚水管布設工事
上清戸

二丁目他
φ250mm　L=733.4m 50,759,816円 令和元年5月28日

田中土木（株）

工事名

φ250mm　L=112.6m

市道2138号線拡幅工事に伴う
汚水管布設工事

上清戸
一丁目地内

φ250mm　L=282.5m 18,920,000円 令和元年10月30日 令和2年3月19日 　（有）富田組

市道3176号線拡幅工事に伴う
汚水管布設工事

野塩
四丁目地内

令和2年3月27日 　（有）富田組

工事名 工事場所 工事内容 工事費 着工年月日

施工業者

竣工年月日

工事内容 工事費 着工年月日 竣工年月日

施工業者

下宿
三丁目他

A=337.98㎡ 4,290,000円 令和2年1月28日 令和2年3月19日

マンホール蓋撤去・復旧工事
（単価契約）

市内全域
ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画分 28基
その他老朽化分 　 27基

18,703,160円 令和元年5月28日

（株）小林設備工業

工事名 工事場所

台風19号災害に伴う舗装本復旧工事
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３　業　務
（１）業務量

（２）事業収入に関する事項 （単位：円・税抜）

事　　　項 令和元年度末 平成30年度末
比　　　較

増　減 増　減　比

△ 51

行 政 区 域 内 人 口 Ａ （人） △ 51

（％）

処 理 区 域 内 人 口 Ｂ （人）

水 洗 化 人 口 Ｃ （人） △ 26

普 及 率 （ Ｂ ／ Ａ ）

水 洗 化 率 （ Ｃ ／ Ｂ ） （％）

（㎥） △ 26,597

年 間 総 処 理 水 量 （㎥）

１ 月 平 均 （㎥） △ 2,216

年 間 有 収 水 量

１ 日 平 均 （㎥） △ 128

事　　　項
令和元年度 平成30年度 比　　　較

金　額 構成比 金　額 構成比 増　減 増減比

営業収益

下水道使用料

△ 225,992 

他会計負担金

営業外収益

その他営業収益

他会計負担金

補助金

雑収益

長期前受金戻入

合　　　計

（３）事業費用に関する事項 （単位：円・税抜）

（４）その他主要な事項
イ　当年度分下水道使用料収納状況 （単位：円・税込）

ロ　過年度分下水道使用料収納状況 （単位：円・税込）

事　　　項
令和元年度 平成30年度 比　　　較

金　額 構成比 金　額 構成比 増　減 増減比

営業費用

管渠費 △ 7,888,594

流域下水道費

減価償却費

総係費

△ 7,982,118

営業外費用 △ 8,558,659

△ 576,541

支払利息

特別損失 △ 4,807,063

雑支出

過年度損益修正損 △ 93,776

その他特別損失 △ 4,713,287

種　　別 件数 調定額 収入済額 未収入額 収納率

合　　　計

下水道使用料（当年度分） 435,641 件

種　　別 件数 未収金額 収入済額 不納欠損額 過年度減額更生額 未収金残高 収納率

下水道使用料（過年度分） 35,396 件
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３　業　務
（１）業務量

（２）事業収入に関する事項 （単位：円・税抜）

事　　　項 令和元年度末 平成30年度末
比　　　較

増　減 増　減　比

△ 51

行 政 区 域 内 人 口 Ａ （人） △ 51

（％）

処 理 区 域 内 人 口 Ｂ （人）

水 洗 化 人 口 Ｃ （人） △ 26

普 及 率 （ Ｂ ／ Ａ ）

水 洗 化 率 （ Ｃ ／ Ｂ ） （％）

（㎥） △ 26,597

年 間 総 処 理 水 量 （㎥）

１ 月 平 均 （㎥） △ 2,216

年 間 有 収 水 量

１ 日 平 均 （㎥） △ 128

事　　　項
令和元年度 平成30年度 比　　　較

金　額 構成比 金　額 構成比 増　減 増減比

営業収益

下水道使用料

△ 225,992 

他会計負担金

営業外収益

その他営業収益

他会計負担金

補助金

雑収益

長期前受金戻入

合　　　計

（３）事業費用に関する事項 （単位：円・税抜）

（４）その他主要な事項
イ　当年度分下水道使用料収納状況 （単位：円・税込）

ロ　過年度分下水道使用料収納状況 （単位：円・税込）

事　　　項
令和元年度 平成30年度 比　　　較

金　額 構成比 金　額 構成比 増　減 増減比

営業費用

管渠費 △ 7,888,594

流域下水道費

減価償却費

総係費

△ 7,982,118

営業外費用 △ 8,558,659

△ 576,541

支払利息

特別損失 △ 4,807,063

雑支出

過年度損益修正損 △ 93,776

その他特別損失 △ 4,713,287

種　　別 件数 調定額 収入済額 未収入額 収納率

合　　　計

下水道使用料（当年度分） 435,641 件

種　　別 件数 未収金額 収入済額 不納欠損額 過年度減額更生額 未収金残高 収納率

下水道使用料（過年度分） 35,396 件
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４　会　計
（１）重要契約の要旨（５００万円を超えるもの） （税込）

（２）企業債及び一時借入金の概況
イ　企業債 （単位：円）

ロ　一時借入金

該当事項なし

（３）その他会計経理に関する重要事項

該当事項なし

契約年月日 契約金額 契約内容 契約の相手方

令和元年 月 日 26,734,400円
清瀬市下水道ストックマネジメント計画に伴う
管路内調査委託（その２）

（公財）東京都都市づくり公社

償　還　高

令和元年 月 日 7,506,400円 清瀬市公共下水道事業計画変更申請書策定委託 （公財）東京都都市づくり公社

令和元年 月 日 11,990,000円 管路施設清掃委託（第3処理分区） 　浅間保全工業（株）

流 域 下 水 道 債

事　業　名 前年度末残高
本　　　年　　　度

当年度末残高
借　入　金

公 営 企 業 会 計 適 用 債

公 共 下 水 道 債

合　　計

資 本 費 平 準 化 債

５　その他

（１）他会計繰入金等の使途の特定について

イ　収益的収支

ロ　資本的収支
（イ）受益者負担金3,779,510円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠建設改良費の工事請負費（課税仕入れ）に3,050,000円【特定収入】
　　　・管渠建設改良費の人件費（課税仕入れ以外）に729,510円【特定収入以外】

（イ）雨水処理負担金32,485,627円は、次の項目に充当しました。
　　　・減価償却費（課税仕入れ以外）に24,258,303円【特定収入以外】
　　　・企業債利息（課税仕入れ以外）に8,227,324円【特定収入以外】

（ロ）他会計負担金39,944,881円は、次の項目に充当しました。
　　　・流域下水道費（課税仕入れ）に25,571,813円【特定収入】
　　　・総係費の人件費（課税仕入れ以外）に8,899,485円【特定収入以外】
　　　・企業債利息（課税仕入れ以外）に3,227,028円【特定収入以外】
　　　・総係費の負担金・水質検査業務（課税仕入れ）に1,279,234円【特定収入】
　　　・その他特別損失（課税仕入れ以外）に967,321円【特定収入以外】

（ハ）社会資本整備総合交付金10,000,000円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠費の委託料（課税仕入れ）に全額【特定収入】

（ニ）市町村下水道事業都費補助金500,000円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠費の委託料（課税仕入れ）に全額【特定収入】

（ホ）市町村災害復旧・復興特別交付金2,349,000円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠費の修繕費（課税仕入れ）に2,097,000円【特定収入】
　　　・管渠費の委託料（課税仕入れ）に252,000円【特定収入】
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４　会　計
（１）重要契約の要旨（５００万円を超えるもの） （税込）

（２）企業債及び一時借入金の概況
イ　企業債 （単位：円）

ロ　一時借入金

該当事項なし

（３）その他会計経理に関する重要事項

該当事項なし

契約年月日 契約金額 契約内容 契約の相手方

令和元年 月 日 26,734,400円
清瀬市下水道ストックマネジメント計画に伴う
管路内調査委託（その２）

（公財）東京都都市づくり公社

償　還　高

令和元年 月 日 7,506,400円 清瀬市公共下水道事業計画変更申請書策定委託 （公財）東京都都市づくり公社

令和元年 月 日 11,990,000円 管路施設清掃委託（第3処理分区） 　浅間保全工業（株）

流 域 下 水 道 債

事　業　名 前年度末残高
本　　　年　　　度

当年度末残高
借　入　金

公 営 企 業 会 計 適 用 債

公 共 下 水 道 債

合　　計

資 本 費 平 準 化 債

５　その他

（１）他会計繰入金等の使途の特定について

イ　収益的収支

ロ　資本的収支
（イ）受益者負担金3,779,510円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠建設改良費の工事請負費（課税仕入れ）に3,050,000円【特定収入】
　　　・管渠建設改良費の人件費（課税仕入れ以外）に729,510円【特定収入以外】

（イ）雨水処理負担金32,485,627円は、次の項目に充当しました。
　　　・減価償却費（課税仕入れ以外）に24,258,303円【特定収入以外】
　　　・企業債利息（課税仕入れ以外）に8,227,324円【特定収入以外】

（ロ）他会計負担金39,944,881円は、次の項目に充当しました。
　　　・流域下水道費（課税仕入れ）に25,571,813円【特定収入】
　　　・総係費の人件費（課税仕入れ以外）に8,899,485円【特定収入以外】
　　　・企業債利息（課税仕入れ以外）に3,227,028円【特定収入以外】
　　　・総係費の負担金・水質検査業務（課税仕入れ）に1,279,234円【特定収入】
　　　・その他特別損失（課税仕入れ以外）に967,321円【特定収入以外】

（ハ）社会資本整備総合交付金10,000,000円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠費の委託料（課税仕入れ）に全額【特定収入】

（ニ）市町村下水道事業都費補助金500,000円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠費の委託料（課税仕入れ）に全額【特定収入】

（ホ）市町村災害復旧・復興特別交付金2,349,000円は、次の項目に充当しました。
　　　・管渠費の修繕費（課税仕入れ）に2,097,000円【特定収入】
　　　・管渠費の委託料（課税仕入れ）に252,000円【特定収入】
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当年度純利益 有形固定資産の取得による支出 △ 643,933,196

減価償却費 有形固定資産の売却による収入

賞与引当金の増減額（△は減少） 無形固定資産の取得による支出 △ 26,890,103

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 国庫補助金等による収入

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,671 負担金による収入

長期前受金戻入 △ 150,402,098 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 653,345,774

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加） △ 36,634,119 建設改良目的企業債による収入

未払金の増減額（△は減少） 建設改良目的企業債の償還による支出 △ 335,930,655

その他流動負債の増減額（△は減少） その他の企業債の償還による支出 △ 12,000,000

小計 他会計からの出資による収入

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 49,932,939 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 184,687,870

業務活動によるキャッシュ・フロー 資金増加額（または減少額） △ 443,579,588

資金期首残高　

資金期末残高　

３３　　財財務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

令和元年度清瀬市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：円）

１１　　業業務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー ２２　　投投資資活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー
　収　　　入 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　下水道事業収益

1　営業収益

1　下水道使用料

 1　下水道使用料 年間調定額

2　他会計負担金

 1　雨水処理負担金 雨水処理に係る一般会計負担金

3　受託工事収益

 1　受託工事収益

90　その他営業収益

 1　手数料 指定工事店指定申請手数料

 3　雑収益 下水道台帳コピー代収入等

2　営業外収益

3　他会計負担金

 1　他会計負担金 汚水処理に係る一般会計負担金

4　補助金

 1　国庫補助金 社会資本整備総合交付金

 2　都補助金 市町村下水道事業都費補助金

市町村災害復旧・復興特別交付金

5　長期前受金戻入

 1　受贈財産評価額

 3　国庫補助金

 4　都補助金

 5　負担金 受益者負担金等

6　雑収益

 1　雑収益

令和元年度清瀬市下水道事業収益費用明細書

収益的収入及び支出

備　　　　考
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当年度純利益 有形固定資産の取得による支出 △ 643,933,196

減価償却費 有形固定資産の売却による収入

賞与引当金の増減額（△は減少） 無形固定資産の取得による支出 △ 26,890,103

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 国庫補助金等による収入

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,671 負担金による収入

長期前受金戻入 △ 150,402,098 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 653,345,774

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加） △ 36,634,119 建設改良目的企業債による収入

未払金の増減額（△は減少） 建設改良目的企業債の償還による支出 △ 335,930,655

その他流動負債の増減額（△は減少） その他の企業債の償還による支出 △ 12,000,000

小計 他会計からの出資による収入

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 49,932,939 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 184,687,870

業務活動によるキャッシュ・フロー 資金増加額（または減少額） △ 443,579,588

資金期首残高　

資金期末残高　

３３　　財財務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

令和元年度清瀬市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：円）

１１　　業業務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー ２２　　投投資資活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー
　収　　　入 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　下水道事業収益

1　営業収益

1　下水道使用料

 1　下水道使用料 年間調定額

2　他会計負担金

 1　雨水処理負担金 雨水処理に係る一般会計負担金

3　受託工事収益

 1　受託工事収益

90　その他営業収益

 1　手数料 指定工事店指定申請手数料

 3　雑収益 下水道台帳コピー代収入等

2　営業外収益

3　他会計負担金

 1　他会計負担金 汚水処理に係る一般会計負担金

4　補助金

 1　国庫補助金 社会資本整備総合交付金

 2　都補助金 市町村下水道事業都費補助金

市町村災害復旧・復興特別交付金

5　長期前受金戻入

 1　受贈財産評価額

 3　国庫補助金

 4　都補助金

 5　負担金 受益者負担金等

6　雑収益

 1　雑収益

令和元年度清瀬市下水道事業収益費用明細書

収益的収入及び支出

備　　　　考

－ 21 －



　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　下水道事業費用

1　営業費用

1　管渠費

13　備消品費

15　光熱水費 電気料（マンホールポンプ）

17　通信運搬費 電話料（マンホールポンプ）

19　委託料 管内ＴＶカメラ調査

管路施設等清掃

下水道台帳作成

公共下水道事業計画変更

その他（汚泥処分委託等）

21　貸借料 管内調査カメラ

23　修繕費 ストックマネジメント計画に基づく汚水人孔鉄蓋交換

その他老朽化等に伴う汚水人孔鉄蓋交換

下水道施設修繕工事

台風19号関連修繕工事

28　材料費 人孔鉄蓋等

2　流域下水道費

34　負担金 荒川右岸東京流域下水道維持管理負担金

4　総係費

 2　給料 維持管理部門職員分

 3　手当 維持管理部門職員分

 4　賞与引当金繰入額 維持管理部門職員分

 5　法定福利費 維持管理部門職員分

 6　法定福利費引当金繰入額 維持管理部門職員分

 7　退職給付費 維持管理部門職員分

10　報償費 受益者負担金前納付報奨金

備　　　　考

　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

（総係費） 11　旅費 普通旅費

13　備消品費

14　燃料費

16　印刷製本費

17　通信運搬費 電話料（FAX）・切手代

19　委託料 下水道積算システム保守

公営企業会計システム保守

下水道使用料徴収事務

20　手数料 レベル点検

21　貸借料 電子複写機

下水道積算システム賃貸借

庁用車

23　修繕費 庁用車修繕

34　負担金 日本下水道協会

東京都多摩地区適正化委員会

総合治水対策協議会

水質検査業務

都道掘削監督事務費

35　保険料 自動車損害共済

下水道賠償責任保険

37　貸倒引当金繰入額

40　補助金 職員共済会

雨水浸透桝設置助成　０件

5　減価償却費

 1　有形固定資産減価償却費 構築物

機械及び装置

備　　　　考

－ 22 －



　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　下水道事業費用

1　営業費用

1　管渠費

13　備消品費

15　光熱水費 電気料（マンホールポンプ）

17　通信運搬費 電話料（マンホールポンプ）

19　委託料 管内ＴＶカメラ調査

管路施設等清掃

下水道台帳作成

公共下水道事業計画変更

その他（汚泥処分委託等）

21　貸借料 管内調査カメラ

23　修繕費 ストックマネジメント計画に基づく汚水人孔鉄蓋交換

その他老朽化等に伴う汚水人孔鉄蓋交換

下水道施設修繕工事

台風19号関連修繕工事

28　材料費 人孔鉄蓋等

2　流域下水道費

34　負担金 荒川右岸東京流域下水道維持管理負担金

4　総係費

 2　給料 維持管理部門職員分

 3　手当 維持管理部門職員分

 4　賞与引当金繰入額 維持管理部門職員分

 5　法定福利費 維持管理部門職員分

 6　法定福利費引当金繰入額 維持管理部門職員分

 7　退職給付費 維持管理部門職員分

10　報償費 受益者負担金前納付報奨金

備　　　　考

　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

（総係費） 11　旅費 普通旅費

13　備消品費

14　燃料費

16　印刷製本費

17　通信運搬費 電話料（FAX）・切手代

19　委託料 下水道積算システム保守

公営企業会計システム保守

下水道使用料徴収事務

20　手数料 レベル点検

21　貸借料 電子複写機

下水道積算システム賃貸借

庁用車

23　修繕費 庁用車修繕

34　負担金 日本下水道協会

東京都多摩地区適正化委員会

総合治水対策協議会

水質検査業務

都道掘削監督事務費

35　保険料 自動車損害共済

下水道賠償責任保険

37　貸倒引当金繰入額

40　補助金 職員共済会

雨水浸透桝設置助成　０件

5　減価償却費

 1　有形固定資産減価償却費 構築物

機械及び装置

備　　　　考

－ 23 －



　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

（減価償却費）  2　無形固定資産減価償却費 施設利用権

ソフトウェア

2　営業外費用

1　支払利息

 1　企業債利息 公共下水道建設事業

流域下水道建設事業

資本費平準化債

公営企業会計適用債

 3　一時借入金利息

2　雑支出

 1　雑支出 消費税調整額（端数処理分）

3　特別損失

4　過年度損益修正損

 1　過年度損益修正損

90 その他特別損失

90　その他特別損失 消費税率改定に伴う特例措置負担分

4　予備費

1　予備費

 1　予備費

備　　　　考

　収　　　入 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　資本的収入

1　企業債

1　企業債

 1　公共下水道事業

 2　流域下水道事業

2　他会計出資金

1　他会計出資金

 1　他会計出資金 一般会計出資金

7　負担金等

1　受益者負担金

 1　受益者負担金 下水道事業受益者負担金

8　固定資産売却代金

1　固定資産売却代金

 1　固定資産売却代金 下水道管渠売却代金

令和元年度清瀬市下水道事業資本的収支明細書

資本的収入及び支出

備　　　　考

－ 24 －



　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

（減価償却費）  2　無形固定資産減価償却費 施設利用権

ソフトウェア

2　営業外費用

1　支払利息

 1　企業債利息 公共下水道建設事業

流域下水道建設事業

資本費平準化債

公営企業会計適用債

 3　一時借入金利息

2　雑支出

 1　雑支出 消費税調整額（端数処理分）

3　特別損失

4　過年度損益修正損

 1　過年度損益修正損

90 その他特別損失

90　その他特別損失 消費税率改定に伴う特例措置負担分

4　予備費

1　予備費

 1　予備費

備　　　　考

　収　　　入 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　資本的収入

1　企業債

1　企業債

 1　公共下水道事業

 2　流域下水道事業

2　他会計出資金

1　他会計出資金

 1　他会計出資金 一般会計出資金

7　負担金等

1　受益者負担金

 1　受益者負担金 下水道事業受益者負担金

8　固定資産売却代金

1　固定資産売却代金

 1　固定資産売却代金 下水道管渠売却代金

令和元年度清瀬市下水道事業資本的収支明細書

資本的収入及び支出

備　　　　考

－ 25 －



　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　資本的支出

1　建設改良費

1　管渠建設改良費

 2　給料 建設部門職員分

 3　手当 建設部門職員分

 4　賞与引当金繰入額 建設部門職員分

 5　法定福利費 建設部門職員分

 6　法定福利費引当金繰入額 建設部門職員分

 7　退職給付費 建設部門職員分

19　委託料 柳瀬川右岸5号雨水幹線整備に伴う設計業務

22　工事請負費 市道3176号線拡幅工事に伴う汚水管渠布設

市道2138号線拡幅工事に伴う汚水管渠布設

東3・4・15の2号線汚水管渠布設

2　荒川右岸東京流域

　 下水道建設負担金 34　荒川右岸東京流域

　　　　下水道建設負担金 　　　　　　　　　

3　企業債償還金

1　企業債償還金

 1　公共下水道事業

 2　流域下水道事業

 3　資本費平準化債

90　その他の企業債 公営企業会計適用債

備　　　　考

（１）有形固定資産明細書 （単位：円・税抜）

（２）無形固定資産明細書 （単位：円・税抜）

合計

　固　定　資　産　明　細　書

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減　価　償　却　累　計　額

年度末償却未済高 備考
当年度増加額 当年度減少額 累　計

土　　地

建　　物

構　築　物

機械及び装置

合計

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高 年度末現在高 備　　　考

流域下水道建設負担金施設利用権

建設仮勘定

公営企業会計システムソフトウェア

－ 26 －



　支　　　出 （単位：円・税抜）

款 項 目 節 金　額

1　資本的支出

1　建設改良費

1　管渠建設改良費

 2　給料 建設部門職員分

 3　手当 建設部門職員分

 4　賞与引当金繰入額 建設部門職員分

 5　法定福利費 建設部門職員分

 6　法定福利費引当金繰入額 建設部門職員分

 7　退職給付費 建設部門職員分

19　委託料 柳瀬川右岸5号雨水幹線整備に伴う設計業務

22　工事請負費 市道3176号線拡幅工事に伴う汚水管渠布設

市道2138号線拡幅工事に伴う汚水管渠布設

東3・4・15の2号線汚水管渠布設

2　荒川右岸東京流域

　 下水道建設負担金 34　荒川右岸東京流域

　　　　下水道建設負担金 　　　　　　　　　

3　企業債償還金

1　企業債償還金

 1　公共下水道事業

 2　流域下水道事業

 3　資本費平準化債

90　その他の企業債 公営企業会計適用債

備　　　　考

（１）有形固定資産明細書 （単位：円・税抜）

（２）無形固定資産明細書 （単位：円・税抜）

合計

　固　定　資　産　明　細　書

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減　価　償　却　累　計　額

年度末償却未済高 備考
当年度増加額 当年度減少額 累　計

土　　地

建　　物

構　築　物

機械及び装置

合計

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高 年度末現在高 備　　　考

流域下水道建設負担金施設利用権

建設仮勘定

公営企業会計システムソフトウェア

－ 27 －



（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 財政融資資金 平成14年5月20日 令和14年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成14年5月20日 令和14年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成15年5月13日 令和15年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成15年5月13日 令和15年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成16年5月18日 令和16年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成16年5月18日 令和16年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成17年5月27日 令和17年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成17年5月27日 令和17年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成18年5月12日 令和18年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成18年5月12日 令和18年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成2年2月20日 令和1年9月25日

公共下水道債 資金運用部 平成4年4月27日 令和4年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成4年4月27日 令和4年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成5年4月27日 令和5年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成5年4月27日 令和5年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成6年4月28日 令和6年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成7年4月28日 令和7年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成7年4月28日 令和7年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成8年5月7日 令和8年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成8年5月7日 令和8年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成9年5月6日 令和9年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成10年5月6日 令和10年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成10年5月6日 令和10年3月25日

利率
（％）

企　業　債　明　細　書

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 償還終期 備考事業名 借入先

（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 資金運用部 平成11年5月7日 令和11年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成11年5月7日 令和11年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成12年5月10日 令和12年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成13年5月15日 令和13年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成13年5月15日 令和13年3月25日

公共下水道債 簡易保険局 平成6年5月13日 令和6年3月31日

公共下水道債 簡易保険局 平成9年5月9日 令和9年3月31日

資本費平準化債 地方公共団体金融機構 平成23年12月8日 令和13年9月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成22年5月13日 令和22年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成22年5月13日 令和22年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成22年5月13日 令和22年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成23年5月12日 令和23年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成23年5月12日 令和23年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成24年5月10日 令和24年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成24年5月10日 令和24年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成25年5月9日 令和25年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成25年5月9日 令和25年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成26年5月8日 令和26年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成26年5月8日 令和26年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

備考発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期事業名 借入先

－ 28 －



（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 財政融資資金 平成14年5月20日 令和14年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成14年5月20日 令和14年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成15年5月13日 令和15年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成15年5月13日 令和15年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成16年5月18日 令和16年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成16年5月18日 令和16年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成17年5月27日 令和17年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成17年5月27日 令和17年3月25日

公共下水道債 財政融資資金 平成18年5月12日 令和18年3月25日

流域下水道債 財政融資資金 平成18年5月12日 令和18年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成2年2月20日 令和1年9月25日

公共下水道債 資金運用部 平成4年4月27日 令和4年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成4年4月27日 令和4年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成5年4月27日 令和5年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成5年4月27日 令和5年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成6年4月28日 令和6年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成7年4月28日 令和7年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成7年4月28日 令和7年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成8年5月7日 令和8年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成8年5月7日 令和8年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成9年5月6日 令和9年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成10年5月6日 令和10年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成10年5月6日 令和10年3月25日

利率
（％）

企　業　債　明　細　書

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 償還終期 備考事業名 借入先

（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 資金運用部 平成11年5月7日 令和11年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成11年5月7日 令和11年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成12年5月10日 令和12年3月25日

公共下水道債 資金運用部 平成13年5月15日 令和13年3月25日

流域下水道債 資金運用部 平成13年5月15日 令和13年3月25日

公共下水道債 簡易保険局 平成6年5月13日 令和6年3月31日

公共下水道債 簡易保険局 平成9年5月9日 令和9年3月31日

資本費平準化債 地方公共団体金融機構 平成23年12月8日 令和13年9月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成22年5月13日 令和22年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成22年5月13日 令和22年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成22年5月13日 令和22年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成23年5月12日 令和23年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成23年5月12日 令和23年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成24年5月10日 令和24年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成24年5月10日 令和24年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成25年5月9日 令和25年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成25年5月9日 令和25年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成26年5月8日 令和26年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成26年5月8日 令和26年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

備考発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期事業名 借入先

－ 29 －



（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成29年5月10日 令和29年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成30年3月26日 令和30年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成31年3月28日 令和31年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 令和2年3月30日 令和32年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 令和2年3月30日 令和32年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 令和2年3月30日 令和32年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成29年5月10日 令和29年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年11月29日 令和28年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成25年5月9日 令和25年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成30年5月10日 令和29年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成31年3月28日 令和31年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成4年4月30日 令和2年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成4年4月30日 令和2年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成5年4月30日 令和3年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成5年4月30日 令和3年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成6年4月28日 令和4年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成6年4月28日 令和4年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成7年4月28日 令和5年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成7年4月28日 令和5年3月20日

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期 備考事業名 借入先

（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成8年4月30日 令和6年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成8年4月30日 令和6年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成9年4月30日 令和7年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成9年4月30日 令和7年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成10年4月30日 令和8年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成10年4月30日 令和8年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成11年4月30日 令和9年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成11年4月30日 令和9年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成12年4月28日 令和10年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成13年4月27日 令和11年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成13年4月27日 令和11年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成14年4月30日 令和12年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成14年4月30日 令和12年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成15年5月9日 令和13年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成15年5月9日 令和13年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成16年5月7日 令和14年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成16年5月7日 令和14年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成17年5月10日 令和15年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成17年5月10日 令和15年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成18年5月9日 令和16年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成18年5月9日 令和16年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成19年5月10日 令和17年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成19年5月10日 令和17年3月20日

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期 備考事業名 借入先

－ 30 －



（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成29年5月10日 令和29年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成30年3月26日 令和30年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 平成31年3月28日 令和31年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 令和2年3月30日 令和32年3月20日

流域下水道債 地方公共団体金融機構 令和2年3月30日 令和32年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 令和2年3月30日 令和32年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成29年5月10日 令和29年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年11月29日 令和28年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成25年5月9日 令和25年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成27年5月12日 令和27年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成28年5月12日 令和28年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成30年5月10日 令和29年3月20日

公共下水道債 地方公共団体金融機構 平成31年3月28日 令和31年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成4年4月30日 令和2年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成4年4月30日 令和2年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成5年4月30日 令和3年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成5年4月30日 令和3年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成6年4月28日 令和4年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成6年4月28日 令和4年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成7年4月28日 令和5年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成7年4月28日 令和5年3月20日

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期 備考事業名 借入先

（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成8年4月30日 令和6年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成8年4月30日 令和6年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成9年4月30日 令和7年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成9年4月30日 令和7年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成10年4月30日 令和8年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成10年4月30日 令和8年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成11年4月30日 令和9年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成11年4月30日 令和9年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成12年4月28日 令和10年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成13年4月27日 令和11年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成13年4月27日 令和11年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成14年4月30日 令和12年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成14年4月30日 令和12年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成15年5月9日 令和13年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成15年5月9日 令和13年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成16年5月7日 令和14年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成16年5月7日 令和14年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成17年5月10日 令和15年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成17年5月10日 令和15年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成18年5月9日 令和16年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成18年5月9日 令和16年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成19年5月10日 令和17年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成19年5月10日 令和17年3月20日

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期 備考事業名 借入先

－ 31 －



（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成20年5月13日 令和18年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成20年5月13日 令和18年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成21年5月13日 令和19年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成21年5月13日 令和19年3月20日

資本費平準化債 りそな銀行 平成17年5月20日 令和7年3月31日

資本費平準化債 りそな銀行 平成18年5月15日 令和8年3月31日

資本費平準化債 りそな銀行 平成19年4月2日 令和9年3月31日

資本費平準化債 りそな銀行 平成20年4月1日 令和10年3月29日

資本費平準化債 りそな銀行 平成21年4月1日 令和11年3月30日

資本費平準化債 りそな銀行 平成22年3月23日 令和12年3月29日

公共下水道債 りそな銀行 平成24年3月26日 令和2年3月31日

公共下水道債 りそな銀行 平成24年3月26日 令和3年3月31日

流域下水道債 りそな銀行 平成24年3月26日 令和3年3月31日

資本費平準化債 東京みらい農業共同組合 平成23年2月25日 令和12年9月20日

公共下水道債 東京みらい農業共同組合 平成30年4月26日 令和30年3月20日

公共下水道債 東京みらい農業共同組合 平成24年4月2日 令和3年3月20日

公営企業会計適用債 東京都区市町村振興協会 平成29年5月22日 令和4年3月24日

公営企業会計適用債 東京都区市町村振興協会 平成30年5月21日 令和5年3月24日

公共下水道債 東京都区市町村振興協会 平成26年5月20日 令和16年3月24日

公共下水道債 東京都区市町村振興協会 令和1年5月20日 令和21年3月24日

流域下水道債 東京都 平成5年3月31日 令和5年2月1日

流域下水道債 東京都 平成6年3月31日 令和6年2月1日

流域下水道債 東京都 平成7年3月31日 令和7年2月1日

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期 備考事業名 借入先

（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

流域下水道債 東京都 平成8年3月29日 令和8年2月1日

流域下水道債 東京都 平成9年3月31日 令和9年2月1日

流域下水道債 東京都 平成10年3月31日 令和10年2月1日

流域下水道債 東京都 平成11年3月31日 令和11年2月1日

流域下水道債 東京都 平成13年3月30日 令和13年2月1日

流域下水道債 東京都 平成14年3月29日 令和14年2月1日

流域下水道債 東京都 平成18年3月31日 令和18年2月1日

流域下水道債 東京都 平成21年3月31日 令和21年2月1日

流域下水道債 東京都 平成22年3月31日 令和22年2月1日

流域下水道債 東京都 平成24年3月30日 令和4年2月1日

備考発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期事業名 借入先

－ 32 －



（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成20年5月13日 令和18年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成20年5月13日 令和18年3月20日

公共下水道債 公営企業金融公庫 平成21年5月13日 令和19年3月20日

流域下水道債 公営企業金融公庫 平成21年5月13日 令和19年3月20日

資本費平準化債 りそな銀行 平成17年5月20日 令和7年3月31日

資本費平準化債 りそな銀行 平成18年5月15日 令和8年3月31日

資本費平準化債 りそな銀行 平成19年4月2日 令和9年3月31日

資本費平準化債 りそな銀行 平成20年4月1日 令和10年3月29日

資本費平準化債 りそな銀行 平成21年4月1日 令和11年3月30日

資本費平準化債 りそな銀行 平成22年3月23日 令和12年3月29日

公共下水道債 りそな銀行 平成24年3月26日 令和2年3月31日

公共下水道債 りそな銀行 平成24年3月26日 令和3年3月31日

流域下水道債 りそな銀行 平成24年3月26日 令和3年3月31日

資本費平準化債 東京みらい農業共同組合 平成23年2月25日 令和12年9月20日

公共下水道債 東京みらい農業共同組合 平成30年4月26日 令和30年3月20日

公共下水道債 東京みらい農業共同組合 平成24年4月2日 令和3年3月20日

公営企業会計適用債 東京都区市町村振興協会 平成29年5月22日 令和4年3月24日

公営企業会計適用債 東京都区市町村振興協会 平成30年5月21日 令和5年3月24日

公共下水道債 東京都区市町村振興協会 平成26年5月20日 令和16年3月24日

公共下水道債 東京都区市町村振興協会 令和1年5月20日 令和21年3月24日

流域下水道債 東京都 平成5年3月31日 令和5年2月1日

流域下水道債 東京都 平成6年3月31日 令和6年2月1日

流域下水道債 東京都 平成7年3月31日 令和7年2月1日

発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期 備考事業名 借入先

（単位：円）

当年度償還高 償還高累計

流域下水道債 東京都 平成8年3月29日 令和8年2月1日

流域下水道債 東京都 平成9年3月31日 令和9年2月1日

流域下水道債 東京都 平成10年3月31日 令和10年2月1日

流域下水道債 東京都 平成11年3月31日 令和11年2月1日

流域下水道債 東京都 平成13年3月30日 令和13年2月1日

流域下水道債 東京都 平成14年3月29日 令和14年2月1日

流域下水道債 東京都 平成18年3月31日 令和18年2月1日

流域下水道債 東京都 平成21年3月31日 令和21年2月1日

流域下水道債 東京都 平成22年3月31日 令和22年2月1日

流域下水道債 東京都 平成24年3月30日 令和4年2月1日

備考発行年月日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利率
（％）

償還終期事業名 借入先

－ 33 －








